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AT 水面上正面投影面積 (m2) 





BHP 制動馬力 (ps) 
C 半径の 75%の位置でのコード長さ (m) 
C1 △(1-w)と δ△Cf の関係を示す定数 






Cmax 最大コード長さ (m) 
CSO 常用出力 (ps) 
CT 全抵抗係数(R の無次元値) 
CT0 新造時平水中の基準点の全抵抗係数(R0の無次元値) 
CTC 新造時平水中全抵抗係数(RC の無次元値) 
CX0 正面風圧抵抗係数 
D プロペラ直径 (m) 
d 喫水 (m) 
DW 載貨重量 (kg) 
EAR 展開面積比 
EHPC 平水中の有効馬力 (ps) 
F 燃料消費量 (kg) 
f(X) 船型の影響を示す定数 
F0 新造時平水中の基準点の燃料消費量 (kg) 
Fn フルード数 
ｇ 重力加速度 (m/sec2) 
h プロペラピッチ比 






k 波数 (1/m) 
K 形状影響係数 
kA 粗面の見掛けの平均振幅 (m) 










L 船の長さ (m) 
lcb 浮心の前後位置 (%) 
LWL 水線間長 (m) 
m 抵抗を船速で近似する時の指数 (R∝Vm) 
MCO 最大出力 (ps) 
n プロペラ回転数 (1/sec)、RAW1の近似式の定数 
n0 新造時平水中の基準点の回転数 (1/sec) 
P 馬力 (ps) 
p プロペラピッチ (m) 
P0 新造時平水中の基準点の馬力 (ps) 
PC 新造時平水中の馬力 (ps) 
Q プロペラトルク (kg･m) 
Q0 新造時平水中の基準点のプロペラトルク (kg･m) 
R 抵抗 (kg) 
R0 新造時平水中の基準点の抵抗 (kg) 
Ra 中心線平均粗さ (m) 
RAO 応答関数 
RAW 波浪による抵抗増加 (kg) 
RAW0 船体運動に基づく抵抗増加 (kg) 
RAW1 反射波に基づく抵抗増加 (kg) 
RAX 正面向風中の風圧抵抗 (kg) 
RC 新造時平水中の抵抗 (kg) 
Rmax 最大表面粗度 (m) 
RPM プロペラ回転数 (1/minute) 
RPM0 新造時平水中の基準点の回転数 (1/minute) 
 ix
Rz 10 点平均粗さ (m) 
S 船体の浸水表面積 (m2) 
SA 見掛けスリップ 
Sp プロペラの浸水表面積 (m2) 
Sζ(ω) 波スペクトラム (m2･sec) 
T プロペラスラスト (kg) 
t 推力減少係数 
t/C 翼厚比 
T0 平均波周期 (sec) 
T0 新造時平水中の基準点のスラスト (kg) 
U 風速 (m/sec) 
V 船速 (m/sec) 
V0 新造時平水中の基準点の船速 (m/sec) 
Vr プロペラの相対速度 (m/sec) 
VS 船速 (kt) 










β 水線面の接線が中心線となす角 (radian) 
δ△Cf 船体表面粗度の増加による摩擦抵抗増加係数の変化量 
ε 伴流率の相関係数 






λ 波長 (m) 
ρ 水の質量密度 (kg･sec2/m4) 
ρa 空気の質量密度 (kg･sec2/m4) 
τ 荷重係数(=KT/J2) 
ω 円周波数 (1/sec) 
ωd k･d=3 における ω (1/sec) 
ωL λ/L=0.4 における ω (1/sec) 
(1-w)0 新造時平水中の基準点の伴流率 
 x






△QA 経時劣化による主機トルクの変化量 (kg･m) 
△RD プロペラ表面粗度の増加による抗力の増加量 (kg) 
△RF 船体表面粗度の増加による摩擦抵抗の増加量 (kg) 
△RS 海象等による抵抗増加量 (kg) 
△RSC 海象等による抵抗増加量の理論的推定値 (kg) 
△η 推進効率の変化量 
△ηp プロペラ表面粗度の増加によるプロペラ効率の変化量 























































































































































補償法施行規則（昭和 28 年運輸省令第 51 号）」[12]に基づいて定められた「確定速力算出明細




























































































一定の期間平均した値で計算すべきかについては、SHELLTIME4 の記載では 1 年間の航
海実績を総合的に判断した値と解釈される。 





・ 用船契約上のスピードの”about”とは、ロンドンの仲裁実務では 0.5 ノットとされている。 











































































































・ トルクを一定とすると、回転数は約 1%、船速は約 3%低下する。 
・ 船速を一定に保つためには、回転数を約 3%、トルクも 9%増やす必要がある。 
・ 馬力を一定とすると、回転数低下は約 0.6%、船速低下は 2.8%、トルク増加は約 0.6%で
ある。 
(2) 船速の推定法 






















・ 表面粗度の増加によるトルク係数の増加 1%に対し、プロペラ回転数は約 0.5%低下する。 
・ 主機関トルクの減少 1%に対し、プロペラ回転数は約 0.5%低下する。 












































































































Fig. 3.1 Comparison of performance by an ordinaly power curves in still water and actual 
seas  
図によれば、BF=5 の海象における船速低下は常用出力(CSO)で 1.1kt であり、15.5kt を維持す







3.2.2. 推進性能の 3 次元的評価 
前項で述べた現状の慣用的な評価法の問題点を更に明確にするために、船速、馬力または燃料
消費量、回転数の関係を 3 次元的に考察する。 
Fig.3.2 は、平水中と実海域中のこれらの関係を 3 次元的に表示した模式図であり、図中の矢印
で示す変化は、平水中と同じ燃料消費量で運転している場合を想定している。推進性能を示す曲
線のうち、実線は 3 次元的な値を、破線はそれらを 3 つの平面に投影した値を示す。Fig.3.1 の馬
力曲線は Vs－BHP 平面、RPM－Vs 平面への投影図を合わせたものである。 
 17
曲線 OS は 3 次元的に表した平水中の値であり、点 S を Vs－BHP 平面、BHP－RPM 平面及
び RPM－Vs 平面に投影した点は、Sr、Sv、Sb となる。同様に、実海域中の値を表す曲線 OA
の A 点は、Ar、Av 及び Ab に投影される。更に、曲線 OS 上の基準点(●)が、実海域中の外乱に













































水中では船速が 100 の時に、馬力は 100 であり、回転数マージンを 5%と設定しているため、回
























Fig. 3.3 BHP icrease and RPM icrease at the same Vs 
Fig.3.4 は、評価条件を回転数一定とした場合の BHP と Vs であり、MCO(BHP=100)に対応す
















   







Fig. 3.4 BHP icrease and Vs dcrease at the same RPM 
























Fig. 3.5 Decrease of Vs and RPM at the same BHP 
Fig.3.6 は、トルクを一定とした場合の馬力、回転数及び船速の比較であり、MCO に対応する




























Fig. 3.6 Decrease of BHP, RPM and Vs at the Same Q(FOC) 






は 2％の減少である。馬力については、同一船速では 22％の増加であり、回転数一定では 4%の
増加、トルク一定では 2%の減少である。 
このように、Fig.3.2 の曲線 OS(平水中)、曲線 OA(実海域中)は、3 次元的な相互関係は不変で
あるが、これをどの方向から見るかによって 2 本の曲線の相互関係が変化する。これらの図のう
ち、実態を正しく表しているのは横軸を主機の運転特性とする場合であり、ディーゼル機関では
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F 　  (4.14) 
次に、新造時と同じトルクを発生するためには、経時劣化による主機トルクの減少分に比例す
る量だけ、燃料消費量は増加すると仮定すれば、燃料消費量の変化量は次式で表わされる。 









































































































































































 ))(2()2( 1221 mbbbbDF 但し、　  
更に、主機の経時劣化がない場合には、次式を(4.21)式に代入するとトルクが新造時と同じ状態
で運転する場合の船速の変化率となる。 




























































































































































































































   )1( 1 fCCw    (4.32) 
 DQF CCK  2  (4.33) 























































   (4.40) 


























        (4.42) 
4.2.4. 定数 C1、C2、C3、α(=C3/C2)の特定 
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eww   3101.0)1()1()1(  (4.46) 
従って、C1は、ε=1/eiとすれば、次式となる。 






   (4.47) 
(2) 抗力係数の増加とプロペラ特性の変化との関係：C2、α 
抗力係数の増加とトルク係数の増加の関係を示す係数 C2と、(4.42)式で定義したトルク係数の
増加とスラスト係数の減少の関係を示す係数 α に関するこれまでの報告の概要を以下に示す。 









































     
25.0         (4.50) 
















DEARC  26.2max  (4.52) 
であるから、C をこれで近似すると C2は次式となる。 
 EARC  565.02  (4.53) 
本論では、C2 には(4.53)式を用い、抗力係数には(4.48)式の形式を踏襲した新しい式を用いる。
詳細は次の 4.2.5 項に示す。 
b) トルク係数の増加とスラスト係数の減少：α  (4.42)式 
トルク係数の増加とスラスト係数の減少との関係を表わすαの値は、ピッチ比を(h)とすれば山
縣の関係式からは -1.3h[67]、上記のITTCの関係式からは -1.2hとなる。 




値から見て、-1.2hに対応する値は -6～ -8 になるとし、深江丸における△KTと△KQの関係を実
験式で示している [69]。 
(3) 新しい α の推定式 
本論では、西川等の報告を参考に、これまでに公表された実験結果を用いて、α の実験式を新
しく求めた。 
用いたデータはKemp[44]、Emerson [70]、横尾 [71]、McENTEE[44]、西川等 [68]によるもの
であり、これらには粗面の高さ、粗面の位置、材質の変化等種々の実験結果が含まれている。そ











































 1  (4.55) 
次に、(4.55)式に含まれるプロペラ効率の低下率とトルク係数の増加率の関係を、読取った実験






































Kemp 4 0.178 5 0.5～0.9 4.6～5.3
Emerson 4 0.406 0.846 0.502 5 0.5～0.7 6.3～7.4
Yokoo 3 0.242 0.777 0.438 10 0.2～0.6 6.5～8.4
Mcentee 3 0.406 1.080 0.400 5 0.5～0.9 4.8～6.4


















K   (4.57) 
即ち、α は、表面が清浄な状態での基準点におけるスラスト係数とトルク係数の比で表現でき
ることになる。また、(-α)に相当する(KTC/KQC)の値は、Table4.1 に示すように 5～8 の範囲にあ
































xC f  (4.59) 

























tC  (4.60) 
各記号は(4.48)式に前述の通りである。 
Fig.4.2 に、ITTC の(4.48)式と新たな(4.60)式から求めたプロペラ効率の低下を Townsin の値
と合わせて示す。対象とした船型は、低速船型として VLCC(VL)、高速船型としてフィーダーコ
ンテナ船(F.C.)の 2 船型である。 








(4.60)式の 3 つの係数に Prandtl-Schlichting の局所摩擦係数の値を用いる物理的意味はなく、




















ITTC :  (VL) Eq.(4.60) : (VL)
Townsin1983 ITTC :  (F.C.)
Eq.(4.60) :  (F.C.)  
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   (4.70) 
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  (4.77) 

















入力する。ある VLCC の船体とプロペラの要目及び基準点の数値例を次表に示す。 
Table 4.2 Particulars of hull, propeller and initial point 
 
Ship VLCC Z 4
LWL(m) 326.00 D(m) 9.60
m(Rt) 2.03 EAR 0.47
ε=1/ei 1.22 t/C 0.05
Vs0(kt) 16.48 RPM0 77.8













Table4.2 の例では、a = -0.390、b = 0.328、a’ = -0.0354、b1 = -1.068、b2 = -0.787、b3 = 0.326、
KT0 = 0.1584、KQ0 = 0.01953、C2 = 0.2681 となる。 
4.3.4. 係数の計算 
4 つの要因の係数は、(4.61)式～(4.71)式と(4.18)、(4.19)式で計算する。Table4.3 に、これらの
係数を、船速、回転数、馬力、トルク及び燃料消費量の 5 つの性能項目の変化と 4 つの評価条件
に分けて示す。また、それぞれの性能項目ごとの係数は、評価条件を燃料消費量、馬力、回転数、
船速一定の順に示す。なお、性能項目と評価条件が同じ場合の係数は 0 であるが、4.4.1 項に後述
する性能項目間の係数の大小関係を比較する場合の係数でもある。 






FOC -0.426 -0.913 0.494 -0.449
P -0.364 -0.679 0.000 -0.407
n -0.238 -0.211 0.000 -0.323
V 0.000 0.000 0.000 0.000
FOC -0.190 -0.709 0.498 -0.127
P -0.127 -0.473 0.000 -0.084
n 0.000 0.000 0.000 0.000
V 0.240 0.212 0.000 0.326
FOC -0.190 -0.709 1.498 -0.127
P 0.000 0.000 0.000 0.000
n 0.381 1.422 0.000 0.254
V 1.103 2.061 0.000 1.234
FOC 0.000 0.000 1.000 0.000
P 0.127 0.473 0.000 0.084
n 0.381 1.422 0.000 0.254
V 0.863 1.848 0.000 0.908
FOC 0.000 0.000 0.000 0.000
P 0.127 0.473 -1.000 0.084
n 0.381 1.422 -1.000 0.254












































V    (4.78) 
この式は、現実的ではないが、例えば 4 つの要因がそれぞれ 5%増加した場合を仮定すると、船
速は船体の影響により 2.1%、プロペラの影響により 4.6%、機関の影響により 2.5%、海象の影響
により 2.2% 低下し、合計すれば 11.4％低下することを表している。 
4.3.5. 入力 (計算条件) 
































delivery 100 4 0.05
Aging/Year 15 1.5 -0.5
Fouling/Year 2.5 75 9
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4.3.7. 計算結果(グラフ表示)と評価 
4.3.2 項～4.3.6 項に従って計算した一例として、船速一定時の燃料消費量の増加と 4 つの要因
が占める割合の時間的な変化を以下に示す。 
(1) 燃料消費量の増加 
新造時平水中と同じ船速 16.48kt で運転した場合の燃料消費量の増加を Fig.4.3 に示す。燃料消
費量の増加は Table4.3 の最下段の係数から得られる。縦軸は増加量、横軸は経過年数であり、4
つの要因の影響を船体(破線)、プロペラ(点線)、機関(一点鎖線)及び海象(2 点鎖線)で表し、これら
の合計を実線で示す。また、入渠間隔は 2 年半、海象等による抵抗増加量は 5%、機関トルクの劣
化は 0.5%/年と仮定している。 
図によれば、新造時の 5%弱の増加(縦軸切片値)は、海象等による抵抗増加に対応する一定値で
























Fig. 4.3 FOC increase due to fouling and aging effect 
(2) 4 つの要因別の長期変化 
Fig.4.4 に、この燃料消費量の増加に占める 4 つの要因の内訳の時間的な変化を、増加量全体を
1.0 として示す。 













































ラ回転数は約 0.7% 低下することを示し、△QA/Q0の係数(0.498)は、主機関トルクの減少 1%に対
しプロペラ回転数は約 0.5%低下することを示している。これらの値については 2.3.2 項に示した
ように、矢崎 [41]はトルク一定の場合は、△KQF/KQ0、△QA/Q0の係数は、それぞれ -0.5、0.5 で
あるとしている。この例では、αに山縣などの値の 9 倍の値を用いているため、△KQF/KQ0 の係




















Table 4.5 Reports concerning to fouling and aging effect 
 
(1) 馬力変化 
SPC-AF 以前では、1 年当りの汚損による馬力増加は 20～40%/年で、経年影響の 2.5～3%/年に
比べると、汚損影響は経年影響の 5～15 倍の早さで馬力増加に関与することを示している。 
SPC-AF以後では、佐々木 [64]のBC(バルクキャリア)の例で見れば、汚損による馬力増加は 6%/
年、経年影響は 1%/年で、汚損影響は経年影響の 6 倍程度である。 
(2) 船速低下 
SPC-AF以前では、汚損による船速低下は 1～1.2kt/年、経年影響は 0.1～0.2kt/年で、汚損影響
は経年影響の約 10 倍程度である。なお、表中、細田 [29]の汚損影響の値は、提示されている数式
から 1 年間の値を計算した。 
SPC-AF以後では、松原 [52]によれば汚損による船速低下は 0.2kt/年、経年影響は 0.03～0.05kt/
年で、汚損影響は経年影響の 4～7 倍程度である。 
(3) 回転数変化 
SPC-AF 以前では、汚損による回転数低下は 2～4%/年、経年影響は 0.5～2%/年で、汚損影響
は経年影響の 4～8 倍程度である。 
SPC-AF以後の 1985～1992 年の竣工船を対象とした折戸 [6]の報告では、肥大船の経年影響に
よるプロペラ回転数の低下は 0.2～0.5%/年であり、この値は 10～15 年で回転数マージンがなく
なるという報告 [77]とも一致する。 
Item
Author Wasimi etc. Sone Tanaka etc.
Fouling 20～60%/y 15～25%/y 19、37%/y 20%/y 6%/y 10～25%/ｙ 39%/2.5y 35%/1.5y 30～40%/2y 40%/2.5y 0、20%/3y







SPC Con.-AF VLCC Container BC VLCC Container
Year 1971 1980 1982
Item
Author Beppu etc. Hada Hosodo etc. I.L.Buxton Matsubara Washimi etc. Tanaka etc.
Fouling 1kt/y 1kt/y 1.2kt/y 3～8%/y 0.4kt/2y 2～4%/y 3.5、4%/y
Aging 1kt/10y 1.4kt/10y 2.0kt/10y 0.1～0.12kt/y 0.1kt/y
0.3～0.5kt





Diesel 165 Ore Con.-AF Tin-AF
Cargo,Ore,
Tanker 130T VLCC BC
Year 1970 1979 1990 1995 1995 1971 19821978 1995




Change of power PS/(W・Vs
3)




る主機トルクの低下率の平均的な値を、Table 4.4 のように設定した。 
尚、船体については SPC-AF 以降を想定した値であり、これらの基になった報告の概要を、付





型防汚塗料の時期とに分けた。なお、船型 TL については 4.7 節に後述する。 
4.6.1. 自己研磨型防汚塗料以降 




























D.I = 2.5 YearAging
Fouling
 
Fig. 4.5 Change of δ△Cf ,△KQF and △QA at D.I.of 2.5 years 
これによれば、竣工 5 年後の入渠直前では、実線で示すδ△Cf/CT0は 6.3%増加するが、その内
訳は経年影響 1.05%、汚損影響 5.25%である。同様に、点線で示す△KQF/KQ0 は経年影響 0.8%、





(1) 馬力変化:FOC、n 及び V を一定とした場合の変化 






Fig. 4.6 Change of power: △P/P0 
なお、図中の Mean Line は入渠時と出渠時の値の平均値を結んだ線であり、ドック間の平均的
な性能を表している。 
この例では、V一定における馬力増加は、汚損影響で 5%/年、経年影響で 0.9%/年である。この




(2) 船速低下:FOC、n 及び P を一定とした場合の変化 
Fig.4.7 に示すように、船速低下は実線で示す FOC 一定の場合が最も大きく、P、n 一定の順に
小さくなる。 
また、一点鎖線で示すP一定における船速低下は、汚損影響は 2 年で 3%、経年影響は 10 年で





























が示す錫系AFでは、汚損影響は 0.4kt/2 年、経年影響は 0.3～0.5kt/10 年とする値に良く合って
いる。 
 
Fig. 4.7 Change of speed: △V/V0 
(3) 回転数変化:FOC、V 及び P を一定とした場合の変化 
Fig.4.8 に示すように、プロペラ回転数は実線、一点鎖線で示す FOC と P を一定にした場合は
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分程度を占めている。この値は、Table4.5 の折戸 [6]が示すVLCC、BCの経年影響 0.2～0.6%/年
と同程度の値である。 
また、P 一定の場合の回転数低下は、0.15%/年と FOC 一定の場合より小さい。 
4.6.2. 従来型防汚塗料 
Fig.4.9 に、従来型防汚塗料を適用した場合の、V 一定時の馬力増加、P 一定時の船速と回転数
の低下及び FOC 一定時の船速低下を示す。但し、Table4.4 のうち船体表面粗度の経年変化を 60
μm/年とし、汚損は、Table4.5 の馬力増加等の傾向から、経年影響の 10 倍であるとした。また、








































D.I = 1.0 Year
 
Fig. 4.9 △P/P0,△V/V0,△n/n0 in the case of conventional paint at D.I. of 1 year 
(1) 船速一定時の馬力増加 
実線で示すV一定時の馬力増加は、汚損影響は 21%/年、経年影響は 23%/10 年である。Table4.5
の鷲見 [79]、田中 [49]、佐々木 [64]、Buxton[40]の値では、汚損影響は 20～40%/年前後であり、
経年影響は 25～30%/10 年である。推定値は汚損、経年影響ともにこれらの実態に近い値である。 
(2) 馬力一定時の船速低下 
点線で示すP一定時の船速低下は、汚損影響で 7.0%/年、10 年間の経年影響で 7.4%/10 年であ
る。これらの値は船速を 15ktと仮定すれば、ともに 1.1kt前後の値となり、Table 4.5 の別府 [81]、
表原 [82]、羽田 [83]、細田 [29]が示す、汚損影響 1～1.2kt/年、経年影響１～1.4kt/10 年とする実
態に合致している。 
また、表原は 9 万トン～24 万トンの 11 隻のタンカーのログブック解析から、時系列的に見た
 51
10 年間の船速低下量は平均するとタービン船 1.4kt、ディーゼル船 2.0kt と 0.6kt の差があるこ
とを示している。これは主機の特性の違いによるものと考えられ、Fig4.9 において一点鎖線で示
す FOC 一定(ディーゼル)の場合と P 一定（タービン）の場合の 10 年間の船速低下量は 11.4%と


























 SPC:     before   after
△P/P0 　　○  　 　●
△V/V0     △　　 　▲



















Fig. 4.10 Comparison of estimation with log book analysis 
横軸に Table4.5 のログブック解析結果の値を示し、縦軸に近似推定式による計算値を示す。但
し、従来型防汚塗料の例を白抜き、SPC-AF 以降の例を黒塗りで示す。Fig.4.10 左図の汚損影響
は、従来型塗料の結果は 1 年間、SPC 以降は 2 年間の値に換算し、右図の経年影響は、ともに 10
年間の換算値である。また、船速低下の解析値は、竣工時平水中の値を 15kt として％に換算した。
更に、幅がある解析値と 2 隻からなる解析値については、実線で結んでいる。 
全般的に見ると、汚損・経年影響の推定値は、いずれの性能項目についても、また防汚塗料の










(Calculation)を、低速船(船型 TL)と高速船(CL)について比較し、Table4.6 に示す。 
比較は馬力増加(△P/P0)、船速低下(△V/V0)と回転数の低下(△n/n0)を対象とし、表中の誤差
(Error)は近似値と数値計算値の差であり、船型 TL と CL については Table4.7 に示す。 
Table 4.6 Comparison of approximation with calculation values of ship TL and CL 
 
これによれば、△Cs/CT0が 20%の場合は、△V/V0の誤差が 1 %強で、近似式は船速低下を小さ
く推定しているが、その他の誤差は小さい。但し、40%になると、いずれの誤差も大きくなるが、
△P/P0の誤差は馬力増加も 50%前後であるため影響は小さい。これに対し、△V/V0の誤差は大き
く、船型 TL の船速を 16kt とすれば 1.2kt、CL の船速を 26kt とすれば 1.6kt の誤差である。こ
の例で、例えば、船速の誤差が 0.3kt 以内である△Cs/CT0は、TL、CL ともに 19～22%が限度と
なる。 
これらの誤差には、次の 3 つの近似が関係する。 
① KT、KQ曲線は前進定数(J)の 1 次式で表せる。 
② R は V の m 乗に比例する。 








  (4.79) 
①については、抵抗増加に伴う P 一定時の J の変化は、△Cs/CT0 が 40%でも、0.083(TL)、
0.081(CL)と小さい。また、(4.1)式による R の誤差は、m が大きい CL でも基準とする 26kt から





△Cs/CT0 0.20 0.40 0.20 0.40 0.20 0.40
△P/P0 0.245 0.491 0.253 0.514 -0.007 -0.023
△V/V0 -0.080 -0.161 -0.092 -0.234 0.012 0.074
△n/n0 -0.016 -0.033 -0.017 -0.044 0.000 0.011
△P/P0 0.230 0.460 0.240 0.496 -0.010 -0.035
△V/V0 -0.052 -0.104 -0.065 -0.167 0.013 0.063




















R  (4.81) 



















































V R  (4.84) 
馬力増加など船速一定での評価をする場合に、50%の△R/RT0に対して 5%の誤差を許容すると
εR=0.10 である。その場合の船速の許容範囲は、(4.84)式から高速船に類する m=3 の場合は△
V/V0=0.10 となり、基準船速を 20kt とすれば 18.0～22.0kt である。また、低速船として m=2、






























  (4.86) 
船速低下など馬力一定での評価をする場合に、船速低下に対して 5%の誤差を許容すると

































Table4.7 によれば、例えば船型 TL の 5 年後の馬力増加(△P/P0)は 12.8%であり、このうち船
体による増加が 6.9%、プロペラによる増加が 5.9%を占める。また、船体の汚損･経年影響による
馬力増加は、外乱項(δ△Cf5/CT0)0.0631 と係数 1.092 の積として得られ、プロペラによる馬力増
加は、同様に 0.0288 と 2.050 の積で表わされる。 
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1  、外乱項と性能変化量は竣工 5 年後の入渠直前の値 
Fig.4.11 に 5 船型の計算結果を示す。時間の経過とともに、5 船型間の性能変化の差は大きく
なるが、相対的な大小関係は変わらない。一例として、竣工 5 年後の入渠直前の値で見ると、
Table4.7 の性能変化量にも示すように、△P/P0では CL が最も大きく 14.7%、CS が最も小さく
12.1%であり 2.6%の差、同様に△V/V0では TL が‐4.2%、ML が‐2.7%で 1.5%の差、△n/n0で





これを Fig.4.11 の計算例で見れば、実線で示す大型船 TL と破線で示す小型船 TS の 5 年後の
経年影響による船速低下はそれぞれ‐1.6%、‐1.3%である。船速を 16kt とすれば 5 年間の差は
Ship type Middle S.
Ship TL TS ML CL CS CSp
LWL(m) 326.00 234.50 256.00 292.00
m 2.04 2.65 3.32 3.25 2.96 2.18
ε 1.21 1.18 1.16 1.04
D(m) 9.60 7.40 8.60 9.30
EAR 0.473 0.467 0.687 0.834
H/D 0.680 0.707 0.916 0.941 1.067 0.700
VS0(kt) 16.1 15.2 20.3 25.9 21.7 16.5
Fn0 0.146 0.163 0.209 0.249 0.250 0.189
CT0 0.00205 0.00226 0.00232 0.00209 0.00231 0.00196
J0 0.429 0.462 0.612 0.645 0.768 0.583
KQ0 0.0192 0.0198 0.0319 0.0319 0.0379 0.0155
KT0 0.1559 0.1556 0.2042 0.1900 0.2095 0.1023
τ=KT0/J0
2 0.8473 0.7288 0.5452 0.4567 0.3552 0.3015
δ△Cf5 0.000129 0.000135 0.000164 0.000190 0.000182 0.000148
△KQF5 0.000552 0.000581 0.000794 0.000907 0.000832 0.000832
Hull δ△Cf5/CT0 0.0631 0.0596 0.0706 0.0908 0.0788 0.0739
Propel. △KQF5/KQ0 0.0288 0.0293 0.0249 0.0284 0.0219 0.0535
Sea S. △CS/CT0 (0.0500) (0.0500) (0.0500) (0.0500) (0.0500) (0.0500)
Hull 1.092 1.075 1.025 0.998 0.985 0.788
Propeller 2.050 2.046 2.010 1.962 1.967 1.781
Sea state 1.227 1.223 1.192 1.150 1.152 0.994
Hull -0.358 -0.284 -0.224 -0.225 -0.240 -0.248
Propeller -0.672 -0.540 -0.440 -0.442 -0.479 -0.560
Sea state -0.402 -0.323 -0.261 -0.259 -0.281 -0.313
Hull -0.123 -0.120 -0.128 -0.132 -0.148 -0.164
Propeller -0.468 -0.443 -0.437 -0.446 -0.460 -0.492
Sea state -0.082 -0.070 -0.067 -0.077 -0.086 -0.113
Hull 0.069 0.063 0.072 0.091 0.078 0.058
Propeller 0.059 0.059 0.050 0.056 0.043 0.095
Total 0.128 0.122 0.122 0.147 0.121 0.154
Hull -0.023 -0.017 -0.016 -0.020 -0.019 -0.018
Propeller -0.019 -0.016 -0.011 -0.013 -0.011 -0.030
Total -0.042 -0.032 -0.027 -0.033 -0.029 -0.048
Hull -0.008 -0.007 -0.009 -0.012 -0.012 -0.012
Propeller -0.013 -0.013 -0.011 -0.013 -0.010 -0.026
Total -0.021 -0.020 -0.020 -0.025 -0.022 -0.038





























この値の 2～3 倍になるとしても殆んど差はなく、実態を良く表している。 














   
   































































0.10 Type: TL   TS   ML   CL   CS
































RC  (4.87) 
V と LWLで決まるが、LWLに比べ 3 乗で変化する V の影響が大きい。一方、分母である全抵抗係
数(CT0)は、通常の商船であれば船種や大きさの違いによる差は大きくないから、δ△Cf5/CT0は V
で決まり、高速船の方が大きく、同一船種であれば、大型船の方が大きいことが多い。この 5 船




△KQF5/KQ0 のうち、分子である△KQF5 は、△CD をプロペラの抗力係数の増加量とすれば、 
(4.33)、(4.53)式から次式で表わされ、 















V 一定時の△P/P0には m は関係しないので、Fig.4.13 にτと△P/P0の係数との関係を、船体(実






















TL  TS  ML  CL  CS
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Fig.4.14 に、△V/V0の 3 つの要因の係数を m とτを横軸にして示す。 
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ルク一定の場合は 3.56 であり、プロペラの影響はトルク一定の場合の方が大きい。 
これに関して、Table4.7 の船型 CS を対象に、プロペラと船体の割合を FOC 一定(トルク一定)、
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Fig. 4.16 Effect of propeller and hull on speed drop 
これによれば、プロペラの影響は、いつの時点においても実線で示す FOC 一定の場合の方が、
破線で示す n 一定の場合より大きい。 
また、竣工時の状態に近いほどプロペラの影響が大きく、竣工 5 年後の入渠直前の値ではどち







Table4.7 に示したピッチ比 1.07 の船型CSとピッチ比のみを 0.70 にした船型CSpについて、馬力
一定時の船速低下を計算し、両船型における船体とプロペラの割合を比較してFig.4.17 に示す。
なお、常用回転数における竣工時の船速は、CSでは 21.7kt、CSpでは 16.5ktである。 
船速低下に占めるプロペラの割合は、経過年数とともに減少するが、竣工 5 年後の入渠直前の

















































折戸 [6]は、北米西海岸航路の 3 隻のコンテナ船を解析した結果、プロペラは東航が軽く西航で
重く、その差がプロペラ回転数マージンで 1.0～1.5%あり、この時の馬力マージンは平均すると
東航で 30%弱、西航で 55%である例を示している。 
この実態を説明するために、船型 CS を対象にして、海象等による抵抗増加量(△CS/CT0)を 10



































Fig. 4.18 Effect of sea condition on △P/P0 and △n/n0 
馬力マージンが 30%になるのは一点鎖線で示すように、横軸の△CS/CT0が 26%、55%になるの
は点線で示すように 47%の場合であり、それぞれの回転数低下は 2.2%、4.1%である。このよう
に船型 CS では、馬力マージンが 25%大きくなるとプロペラは 1.9%重くなり、これは実態を良く
表現している。 
この例は、△CS/CT0による△n/n0と△P/P0の変化量の関係であり、Table4.7 に示すそれぞれの













これに関して船型 CS を対象に、抵抗増加量(△CS/CT0)を 10～50％に変更した場合の船速低下
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Fig. 4.19 △P/P0 versus △V/V0 in different engine condition 
主機の運転状態を FOC、P、n 及び V を一定にした場合について示すが、図において明らかに
P 一定は△P/P0=0、V 一定は△V/V0=0 に一致する。 
これによれば、一例としてFOCを一定(実線)として△CS/CT0が30%の海象下を航行する場合は、
船速は 8.3％低下し馬力は 3.3％低下する。3 章に示したように、シーマージンは、このような平
水中馬力カーブからの乖離を、低下した船速における馬力増加率として評価するものである。一
方、平水中馬力カーブはプロペラ則に従って変化するから、シーマージンは低速ほど大きくなる。



















































































V   (4.94) 




















Fig. 4.20 Coefficient of CnP and CVP versus load factor τ 




CVP は、-0.34~ -0.21 の変化であり、τ=0.5~0.6 で小さくなっているが、船速と馬力の関係で
あるから、m が大きいほど CVPの絶対値は小さいと見るべきである。馬力一定時の船速低下はシ
ーマージンの 21~34%であるから、海象影響に対し 15％のシーマージンを設定した場合は 3~5%
の船速低下を見込むことを意味する。また、10％の船速低下に対応するシーマージンは、荷重度



































































V   (4.99) 
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Fig. 4.21 Coefficient of CSA, CPS, CVS and CQS versus load factor τ 
定数 CSA は、△CS/CT0 と△SA との関係を表し、τ=0.4~0.5 で最も小さい。また、船型により
0.16~0.31 と変化し、例えば△CS/CT0=0.20 であれば、△SAは 3~6%の差である。 
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定数 CPSは、シーマージンと△SAとの関係を表し、船型により 4.0~7.0 へと変化しτ=0.5 近辺
で最も大きく、傾向的には荷重度が大きい船型は△SA が同じであってもシーマージンは小さい。 
定数 CVSは、FOC 一定時の船速低下(△V/V0)と△SAとの関係を表し、船型による差は -1.4~-1.8
と小さく、△SAが 25%の時の船速低下は 35%~45%である。 
定数 CQSは、△Q/Q0と△SAとの関係を表し、船型により 0.8~1.6 に変化し、τが小さいほど大

































































































































船型影響係数f(X)を、SR243 の成果 [62]を用いて以下のように特定する。 
SR243 では、肥大船の短波長域の抵抗増加｛RAW(ω)｝が、X に関する一次回帰式、(5.8)式で
良くまとまることを示している。回帰式に用いられたデータは B/d=2.2~4.8 である 20 隻のλ
/L=0.3~0.6 における実験値である。 
更に、これらの実験値を(5.10)式で無次元化している。これは抵抗増加を B で無次元化する(5.9)
式に、データ間の Fn とλ/L の違いを考慮するために、(5.5)式を用いた修正項(1+2ωV/g)を加え
たものである。 
g
ωVΩe      ,1 5.12
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5.2.2. α2の違いによる RAW1の差 
短波長域抵抗増加 1AWR の近似に先立ち、α2の違いによる RAW1(ω)の差を確認する。対象とす

















































Fig. 5.1 Comparison of RAOs with different α2 
いずれの RAO も(5.15)式により、λ/L=0.4 に対応する ωd=0.69 で同一の値となる。また、RAO
の差はω<0.69 では小さいが、ω>0.69 (λ/L<0.4)では大きくなり、波長が 0 に近づくと Faltinsen
の α2を用いた場合は無限大になるが、他の三式ではある有限値に収束する。 
また、波スペクトラム Sζ(ω)は、次式の ISSC 型であり、BF=4、5、6 に対応する平均波周期




























 3/10 86.3 HT   (5.18) 
T0が小さいほど H1/3が小さくなるため、T0が 3 秒以下では絶対値が小さく、α2の違いによる
RAW1(ton)の差は殆んどない。また、Fig.5.1 に示すように、T0が 7 秒より大きくなるにつれて、
RAO の差が大きくなるω>0.69 では波スペクトラムの値が小さくなるため、RAW1(ton)の差は小さ
くなる。 
定期用船契約では、比較的平穏な海象が規定されることから、BF=4~6 に対応する T0=4～7 秒
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での値を比べると、α2に Faltinsen の式を用いた場合は他の三式を用いた場合よりかなり大きい
が、これを除く三式間では 2~4 トンの差である。この 1AWR の差は、VLCC の平水中全抵抗は






































Fig. 5.2 Comparison of RAW1(ton) with different α2 
5.2.3. ガンマ関数による RAW1の近似 
Fig.5.1 に示した RAW1(ω)の形状を、定数 C3、C4、n を含む(5.19)式の形で近似的に表現できれ
ば、(5.20)式の応答スペクトラムの無限積分値を、ガンマ関数で表すことができる。そのためには、
(5.19)式の exp 項の ω の指数は用いる波スペクトラムと同じにする必要があり、ISSC 型を用い







































(5.19)式の定数 C3、C4、n は、次の 3 つの条件より特定する。 








② ωdにおける ω に関する勾配は、理論式の勾配 RAW1’(ωd)と等しいとする。 
③ 定数 n は、BF=4~6 における(5.21)式による近似値と Fig.5.2 に示すような数値計算値
との差が、船型 L と船型 S で同程度になる値とする。 
船型 S は、主要寸法は船型 L の半分、船速は同一の Fn である船型 L の相似船型であ
る。 
(2) 定数 C3、C4と n の関係 










































(3) 定数 n の特定 
(5.19)式の exp の項は、Fig.5.1 の ω<0.69 の部分を表現しており、C4>0 であることが必要で
ある。従って(5.24)式から n<C5･ωdとなり、n は用いる α2の式と d に関係する定数である。こ
こで、n をこれらと関連付けた次式で表し、定数 γ を③の条件を満たすように試行錯誤により求
める。 
 dCn   5  (5.27) 
先ず、仮定した γ ごとに(5.21)式から得られる近似値と数値計算値との比を求める。次に、
BF=4~6 におけるこれらの比が船型 L、S ともに 1 に近くなる γ を選ぶ。 

















船型 L では d=19.2m であるから(5.22)式からωd=1.24 となり、16kt の場合は C5=0.148 である。
これらにより、n=0.1833γ となる。また、船型 S の場合は同じ Fn としているため C5･ωdの値
は L と変わらず、n は同じ式となる。 
これを用いた繰返し計算により、近似値と数値計算値との比が船型 L､S ともに 0.97~1.01 とな
る γ=0.7 が得られ、n=0.128 となる。また、C3､C4は(5.23)、(5.24)式からそれぞれ、0.0323、3.508
である。同様に、(5.7)式の α2を用いた場合にも、同程度の誤差となるγ=0.85 が得られ、n=0.281
となる。 
また、(5.5)式の α2を用いた場合は、n=0.641 を得る。更に、(5.4)式の α2の場合は ω を含ま
ないため(5.27)式は使えないので、n を直接求め 0.05 を得たが、ともに(5.6)、(5.7)式を用いた場
合より誤差は大きい。 
また、(5.19)式の C3ωnの項は、Fig.5.1 の exp の項が 1 に収束した後の ω>0.69 の形状を表現



























App. (L) by Eq.(5.6)
RAO(S) by Eq.(5.6)




Fig. 5.3 Approximation of RAW1(ω) with α2 of equation (5.6) 
近似式の値と勾配を k･d=3 となるωd=1.24(船型 L)、1.75(船型 S)で理論値と一致させたことに
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App. (L) by Eq.(5.7)
RAO(S) by Eq.(5.7)




Fig. 5.4 Approximation of RAW1(ton) with α2 of equation (5.7) 




船型 L を基準船として Fig.5.5 に示す。縦軸は 1AWR の船型 L の値に対する比であり、横軸は主
要寸法の変化量(%)である。 1AWR は、BF=5 の海象について、(5.21)式で計算した。定数 n は、
(5.7)式のα2に対応するγ=0.85 として(5.27)式から求めた。 
また、主要寸法は排水容積(▽=L･B･d･Cb)一定の条件の下で変えた。図中の識別は、例えば L/B
シリーズは d、Cbを基準船と同一にして、横軸 L を 1.03 倍 (+3%)または 0.97 倍(－3%)し、B を
▽が一定になる値とした船型群を表わす。 
これによれば、 1AWR には次のような傾向がある。 
① 主要寸法を 3%大きくして、Cbを基準船の 0.800 から 0.777 にすると、水線面の肥大
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度は L/Cbシリーズの方が d/Cbシリーズより小さいが、 1AWR はほぼ同じ 20%の減少
である。またB/Cbシリーズでは12%の減少である。同じCbの減少量であっても 1AWR
の減少量は L､B､d と Cbとの組合わせによって異なる。 
② Cbを基準船と同一にして、主要寸法を 3%大きくすると、B/d シリーズでは 1AWR は
9%の増加、L/B シリーズでは 9%の減少である。また、L/d では水線面の肥大度は基








































































































KtwVDR T  (6.3) 
 CS RRR   (6.4) 
以下に、△Rs を(6.1)～(6.4)式から算出する際に、汚損･経年影響による KT と(1-w)の変化を無
視した場合の誤差について考察する。J' には(6.1)式に示すように(1-w)' が含まれるから、(6.3)
式の誤差としては(1-w)'2/J'2は相殺され KT' の変化による誤差が残る。また、KT' の変化には(4.10)
式に示すように、KT を小さくする成分として、プロペラ表面粗度の増加による成分があり、KT
を大きくする成分として、船体表面粗度の増加に伴って(1-w)が減少しJが小さくなる成分がある。














































































































① 満載状態など基準とする状態の平水中推進性能を確定する。V に対する PC、nC、FOCC
及び RC の値には、速力試運転の結果を反映させる。下付文字(C)は新造時平水中の値で
あることを表す。 




⑤ 6.2.1 項の(1)または(2)の方法で△Rsを算出する。 
⑥ △Rsと理論的推定値(△Rsc)との比を求める。 













このうち、(C)の燃料消費量による方法は、平水中の P と FOC の関係から推定するため、同じ
FOC であっても RPM によって馬力は異なることを Fig.6.2 に示す。 
この図では回転数マージンを 5％とし、平水中では最大出力(MCR)100%となる Q を Q(MCR)
として示しており、この線上では同じ FOC である。(C)の方法では、シーマージンが 50％の場合
は約 20％、100％の場合は 30%弱、過大に推定することになる。 
また、(4.7)式のように、トルク(Q)は FOC に比例すると仮定すれば、(6.7)式に示すように P は
FOC と RPM の積に比例する。これにより、P が FOC のみから推定できるのは RPM が平水中と
ほぼ同じ場合に限定される。 
 RPMFOCRPMQP   (6.7) 
本論では、(6.7)式に示すように、馬力は FOC と RPM との積に比例するとして以下の条件で特
定する。 
・ 比例定数は、基準状態における P、FOC､RPM の関係から求める。 
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・ 基準状態の FOC は、試運転時における燃料消費率(g/ps/hour)と P の関係から算出する。 





























近傍の値とし、許容誤差 εRは 5%程度とする。 




   (6.8) 
KQ～J の平均線とはデータ群の平均線である。平均線の J に対する勾配は、表面粗度の
増加によりプロペラ特性が変化しても変わらないと仮定し、(4.4)式の a’ を用いる。また、
平均線の定数には b’ の代わりに、次式の b’m の平均値を用いる。b’m の平均値は、始め
に①、②のデータを除いたデータ群について求め、順次、平均線から設定値以上離れた
データを削除し、すべてのデータが設定値の範囲内になるまで繰返し計算にて求める。 
 JaKb Qm  ''  (6.9) 
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    (6.10) 
従って、同一海象における△n/n0を時系列的に並べた時の勾配は、(△n/n0)Fの汚損影響の大き
さを示し、切片はその海象における平均的な回転数増加を表している。 
一例として、Fig.6.3 に A 船の汚損影響による V 一定時の回転数増加を示す。縦軸は、増加し
た回転数の基準回転数に対する比であり、横軸は経過年数である。基準回転数とは基準とする船
速における平水中の回転数である。 







































V   (6.11) 
A 船では Dn= -4.43、DV=4.23 であり、Fig.6.3 から得られた係数 0.0138、定数 0.0806 を代入
すると、V 一定時の回転数増加から得られる船速低下の係数は-0.132 となり、定数は-0.0770 であ
る。これらの値は、Fig.6.4 の -0.0131、-0.0767 とほぼ同じである。その差はデータのバラツキ
による誤差であるが、いずれも 1％以下である。 























見られる BF による差が小さくなると期待されるが、この例では荒天である BF=7 の値を除いて
も、△n/n0 の係数は 0.003~0.014 とかなり差がある。ここでは BF=4～6 の係数の加重平均値を












































Fig. 6.5 Coefficient of fouling rate at each BF 
以下に、△Rs を(6.6)式から算出する際に、MVn にこの実績値を用いた場合と、4 章の近似推定
式による推定値を用いた場合の誤差について吟味する。 
近似推定式から求めた一年後の△n/n0の推定値は 0.0050 であり、実績値の方が 0.46%大きい。
従って、(6.6)式から△Cs/CT0を求める際に、近似推定式による MVnを用いると△Cs/CT0は大きい
値となる。その誤差は、A 船の DV=4.23 であるから 1 年経過時の値では 1.9%である。1 年間のデ
ータであれば平均的にはその半分の 1%であり、△n/n0の汚損影響を近似推定式から求めても誤差
は小さい。 
また、図中に示す同一 n における△V/V0の係数の加重平均値は -0.0091 である。一方、(6.11)
式から得られる係数の値は、△n/n0 の加重平均値は 0.0096 であるから -0.0092 となり、加重平





























  220 )(21 VVUACR TXaAX    (6.12) 










次元化して Fig.6.6、6.7 に示す。 
この例では、抵抗増加の全抵抗に対する割合は、両船型ともに BF=5 で 20％程度、BF=6 で 40
～50％と差は大きくないが、内訳は船型によって異なる。痩型船では RAW1 成分が占める割合は
小さく、BF=5 では風圧抵抗(RAX）が主要成分であり 6 割程度、BF=6 では RAW0が主要成分とな














































Fig. 6.7 Items of resistanse increase of fat ship B 
6.4.2. 海象等による抵抗増加の実績値 
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(1) A 船の実績値 
a) 荷重係数から求めた実績値 
Fig.6.8 に、A 船の荷重係数(τ)から求めた海象等による抵抗増加の実績値(Log Book)と Fig.6.6
の理論的推定値(Calculation)を BF ごとに比較して示す。また、実績値を BF の累乗で回帰した
平均線を図中に示す。縦軸は、実績値、推定値ともに平水中の全抵抗に対する比△CS/CT0である。 
また、全抵抗(R)の算出において、汚損影響による(1-w)と KTの変化は 6.2.1 項に示したように
無視できるが、ここでは、近似推定式からこれらの変化を求めて修正した。 

























































た実績値と比べると 10%程度小さい。(6.14)式の MVn=0.0096 と特定したことによる誤差は 6.3.3
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に述べたように小さいとすれば、DV=4.23 であるから回転数の増加率(△n/n0)の値が、平均的に
2.4%程度小さいことを意味する。これは V と n の計測誤差によるものである。また、BF=5 にお
















Fig. 6.9 Comparison of △CS/CT0 between log book analysis data by eq(6.6) and calculation 
result, ship A 




































Fig. 6.11 Comparison of △CS/CT0 between log book analysis data by eq(6.6) and calculation 
result, ship B 
データは、数が少ないうえに平穏な海象に集中しており明確なことは言えないが、A 船に比べ
ると船型が大きいため、同じ BF における△CS/CT0の実績値は、ほぼ 1/4 程度の大きさとなって
いる。また、実績値は推定値より BF が小さい場合は大きく、BF が大きい場合は小さいという傾
向は A 船の場合と同じである。 
6.4.3. 海象影響修正係数 
(1) A 船の海象影響修正係数 
Fig.6.12 に、A 船のτから求めた海象影響修正係数を示す。海象等による抵抗増加の実績値(△
Rs)は、Fig.6.8 の航海日ごとの値であり、BF ごとの理論的推定値(△Rsc)は Fig.6.6 である。 
図中の(◇)は△Rs/△Rsc の航海日ごとの値である。太線は、これらの BF ごとの平均値であり、
これを A 船から得た海象影響修正係数とする。これにより、A 船に類似の船型、航路の船につい
ては、海象等による抵抗増加は、BF=4、5、6 ではそれぞれ理論的推定値の 4.5 倍、2 倍、1 倍程
度であると推定できる。 













































Fig. 6.13 Comparison of coefficient of sea effect correction of ship A between by eq(6.6) with 
τ 
(2) B 船の海象影響修正係数 
大型肥大船 B 船の海象影響修正係数を Fig.6.14 と Fig.6.15 に示す。 
データ数が少ない上に平穏な海象であるため、A 船に比べるとまとまりは良くないが、実績値
の累乗近似式(細線)は、海象影響修正係数に近い値となっている。海象影響修正係数は、A 船と同
様に BF が小さいほど大きく、BF=2、3、4、5 でそれぞれ 4.5、2.0、1.0、0.5 程度の値である。
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Fig. 6.15 Comparison of coefficient of sea effect correction of ship B between by Eq(6.6) with 
τ 
(3) 船型による海象影響修正係数の差 
Fig.6.16 に、小型痩型船 A 船と大型肥大船 B 船の荷重係数から求めた海象影響修正係数を比較
して示す。この例では、A 船の方が値は大きく B 船の海象影響修正係数と比べると、BF=4、5 で















































7 章では、3 章の基本設計における推進性能の評価、4 章の汚損･経年影響を含む実海域中推進

















新しい船型設計の手順を 3 章～6 章と関連付けて示すと、以下の通りである。 






すべき海象条件における海象等による抵抗増加(5、6 章)を求め、更に FOC 一定時の
船速、V 一定時の馬力増加及び馬力一定時の回転数低下の時間的変化(4 章)を求める。 













件を満たすように、船体主要目、主機を選択し FOC を算出する。 
本節では用船契約に則って、V または FOC を一定とした場合に、実海域中の FOC または V に





① 抵抗増加は、(5.7)式のα2を用いた(5.21)式と「推力増加の近似式 [27]」 
② 抵抗増加、汚損･経年影響による性能の変化は、4 章の方法 
③ 機関トルクの低下を 0.5%/年、入渠間隔を 2.5 年 
④ 風圧抵抗は含まない 
とする条件で推定した。 
①の海象等による抵抗増加の推定には、本来は 6 章の海象影響修正係数を用いるが、Fig.6.7 の





② 回転数マージンを 5% 
とする設計条件で、プロペラ要目を決めた。 
7.3.2. 竣工後の平均船速 
一定期間における推進性能の平均値の一例として、竣工後 5 年間、10 年間及び 20 年間の FOC
一定時の平均船速を Fig.7.1 に示す。対象船は後述の船型 S'であり、船速低下の内訳(主機、船体、






















Fig. 7.1 Speed drop of ship S’ at constant FOC 
図によれば、試運転状態(Trial)で 14.6kt の船速は、波浪中抵抗増加により 13.4kt に低下する。
更に、汚損・経年影響が加わると竣工後 5 年間、10 年間、20 年間の平均船速は、それぞれ 13.1kt、































Fig. 7.2 Ship speed in ship S’ group of the same▽, L, d at constant FOC 
試運転状態の船速は、B=33m までは B を大きく、Cbを小さくした船型が良い。また、B=27m 
(Cb=0.86)と 33m(Cb=0.70)とを比べると、試運転状態では 1.1kt の差があるが、BF=5 では 0.6kt、
5 年間平均では 0.3kt と小さくなり、20 年間の平均船速では B=27~33m では差が見られず、評価
する時点によって主要目の影響が異なる。 






Fig.7.3 に、船型 L’群(L=320m)を対象にした場合の船速の変化を示す。 
Fig.7.2 と比べると、いずれの評価時点においても B が大きく、Cbが小さいほど船速は大きい。
但し、B=54m(Cb=0.86)と 66m(Cb=0.70)を比べると、試運転状態では 0.6kt の差が、BF=5 では
0.8kt と大きくなり、船型 S’群とは逆の傾向である。これは、船型 L’群の方が、Fn が小さいため
Cb の増加による船速低下に、抵抗曲線の勾配の差よりも相対的な抵抗増加 11%(Cb=0.86)と






















Fig. 7.3 Ship speed in ship L’ group of the same▽, L, d at constant FOC 
(2) 船速一定時の燃料消費量の変化 
Fig.7.4 に、Fig.7.2 と同じ船型 S’群を対象として V 一定時の燃料消費量に及ぼす船体主要目の

























Fig. 7.4 FOC in ship S’ group of the same▽, L, d at constant Vs 
縦軸は、基準船の常用出力における消費量(FOCCSO)に対する FOC の比である。 
FOC の値は、次の(7.1)、(7.2)式から近似的に算出した。即ち、FOC はトルク(Q)に比例し、馬
力(BHP)はトルクと回転数(RPM)の積に比例すると同時に回転数の 3 乗に比例する。 
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 QFOC   (7.1) 
 
3RPMRPMQBHP   (7.2) 
従って、FOC (Q)は馬力の 2/3 乗に比例する。基準船 S’(B=29m)は 15％シーマージンに対応する
出力で 14kt であるから、試運転状態の FOC は常用出力時の約 90%となっている。 
図によれば、V 一定時の FOC から見た主要目も、(1)と同様に B を大きく Cbを小さくした船型
が良い。但し、Cbによる FOC の差の傾向は評価時点に拘らず殆んど同じであり、Fig.7.2 とは異





(3) L､B､d の違いによる船速の差 
Fig.7.2 に、船型 S’群を対象とする B/Cbシリーズについて、船体主要目と FOC 一定時の船速と





















Fig. 7.5 Ship speed in ship S’ group of the same▽ at constant FOC 








影響は Cb が大きいほど小さいためである。また、L､B､d の違いによる平均船速の差は、波浪中
での差とほぼ同じであるが、これは同一主機で同じ Cb であれば汚損･経年影響は同程度であるた
めである。 
このように、L､B､d と Cb の組合わせの違いによる船速の差は、試運転状態では小さいが、波
浪中の船速と 20 年間の平均船速に及ぼす影響は L､B､d の順に大きい。 






Cb=0.83、その船速を 15%シーマージンにて 15.0kt とした。 
Fig.7.6 に Cb の増加に伴う FOC 一定時の船速の減少を示す。一点鎖線は試運転状態、実線は
20 年間の汚損・経年影響を考慮した状態の平均船速である。平均船速を平水中(Still Water)と更




















Fig. 7.6 Ship speed in pana-max ship of the same L, B, d at constant FOC  
基準船(Cb=0.83)の常用出力に対応する FOC での船速は、試運転状態で 15.6kt であり、20 年
間の汚損･経年影響により平均船速は 14.8kt と低下し、BF が大きくなるに伴い更に低下する。 
また、Cbを 0.79 から 0.86 にすれば、試運転状態では 0.9kt 船速が減少するが、汚損･経年影響
が加わり、BF が大きくなるにつれてその差は小さくなる。一方、排水量は 8.9%増加する。 
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Fig. 7.7 Transportation efficiency by varying Cb in the same L, B, d 
基準船(Cb=0.83)の輸送効率は、試運転状態(一点鎖線)から 20 年間の汚損･経年影響により、平
水中で 5%低下し、これに BF=4、5、6 での抵抗増加が加わると、更に 1%、4%、12%低下する。 



















Fig.7.8 に、船速一定時の馬力増加に及ぼす船体主要目の影響を、船型 S’群を対象に BF=5 の波






















Fig. 7.8 △P/P0 in ship S’ group of the same▽, L, d at constant Vs 









船の 20 年間の回転数低下は 3.3％であり、この値を「換算回転数マージン」として設定すれば、
20 年間の平均回転数はほぼ主機の常用回転数となる。 
船型が B=27m～33m に変化した場合の、回転数低下の差は BF=5 の波浪中、5 年間、20 年間







































差であり、Fig.4.6 に示した入渠間隔間の平均線で示す。なお、入渠間隔は 2.5 年とした。 
この図から、次のようなことが分かる。 
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シーマージンを 15%(実線)から 20%(破線)に大きくすると、平均船速は約 0.2kt 増加し、15%シ
ーマージンに対応する主機と同じ船速を維持できる期間が、5.5 年間増加する。 




























能は悪化する傾向にある。実海域中推進性能はこれら 2 つを合わせた性能であるから、lcb の最適
値は船型の大きさ、船速及び海象によって変化する。 
ここでは、大型低速船を対象に、lcb が実海域中推進性能に及ぼす影響を試算する。船型 TL(lcb= 
-3.0%)の他に、lcb= -2.0%、-4.0%とした 2 船型について、平水中、BF=4、5、6、7 の海象にお




② FOC 一定時の船速低下は(4.61)式 
③ 汚損･経年影響は、Table4.4 の標準値 
④ 抵抗増加の理論的推定値は 6.4.1 項に示した方法 
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⑤ 海象影響修正係数は BF=4 で 1.0、BF=5~7 では 0.6 
⑥ lcb による Bluntness 係数の変化は、付録 F に示す方法 
を用いて求めた。 
Fig.7.11 に、20 年間の平均船速の差を、船型 TL(lcb=-3.0%)を基準にして lcb= -2.0、-4.0%の 2





































Fig. 7.12 Effect of sea condition on mean ship speed of 20 years at different lcb 
この計算例によれば、平水中(Trial)では、lcb を 1%前にすると船速は 0.12kt 大きくなり、1%
後にすると 0.13kt 小さくなる。また、BF が大きくなると 6 までは lcb による船速差が次第に小
さくなるが、lcb が前のほうが平均船速は大きい。更に BF=7 になると lcb= -3%近辺が最適値と
なり、それより BF が大きくなると平水中とは逆に lcb が後の方が良くなる傾向が見られる。 
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また、FOC 一定時の 20 年間の平均船速に及ぼす lcb の影響は、BF=4 までは小さいが 5 以上
で急激に大きくなる。本船のような大型低速船では、lcb による実海域中推進性能の逆転は、BF
が 7 以上の海象を対象にする場合に現れ、特殊な海域を対象にしない限り平水中性能が良い lcb
位置は実海域中でも良いと言える。 
但し、中小型の肥大船では、BF=5、6 でも平均船速から見た lcb の前後位置の評価が逆転する







船型 TL の直径は 9.6m であるが、同一馬力で直径が 11m になるまで回転数を低く設定し、伴
流率は 6％大きくなるとして、プロペラを設計する。この計算例では、平水中船速は 0.2kt 程度大
直径プロペラの方が良い結果となった。 




































による船速低下は小さい。10 年後の差を見ると FOC 一定(実線)の場合が最も大きく 0.13kt、P
一定(一点鎖線)の場合が 0.12kt、n 一定(破線)の場合が 0.08kt である。 
更に、△CS/CT0が 30%の場合も大直径船の方が船速低下は小さく、10 年後の差は FOC 一定の
場合が最も小さく 0.17kt、P 一定の場合が 0.20kt、n 一定の場合が 0.24kt である。主機の運転状
態の違いによる 10 年後の差は、汚損･経年影響のみの状態と海象等による抵抗増加を考慮した場
合とで逆転している。これは Fig.4.14 に示すように P 一定での△CS/CT0の係数は荷重度が小さい








船速に及ぼす影響について、船型 TL を対象にして示す。 
7.6.1. 入渠間隔 





















Fig. 7.14 Effects of dockin interval on speed drop at sea margin of 15% 
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2.5 年(実線)の船速低下量は Fig.7.10 と同じである。 
この図から、次のようなことが分かる。 
入渠間隔を 2.5 年から 1 年(破線)にすれば、平均船速は 0.1kt 増加し、2.5 年の場合と同じ船速
を 2.8 年間多く維持できる。 


























Fig. 7.15 Effect of fouling in propeller surface on speed drop at constant P 
図によれば、表面粗度が標準値で増加する場合と経年による増加のみの場合とでは、5 年後の
船速の差は、約 0.11kt であり、これは Fig.7.14 に示す入渠間隔 1.5 年の差とほぼ同じである。ま
た、プロペラ表面粗度の増加を経年影響のみに維持できれば、標準値の場合と同じ船速を維持で
きる期間が 2～3 年長くなる。更に、汚損影響を標準値の半分とした場合の差は、5 年後で 0.05kt
であり、同じ船速である期間の差は 1 年弱である。 
7.7. まとめ 












5. 設計シーマージンを 15%から 20%に大きくすると、15%シーマージンに対応する主機と
同じ船速を維持できる期間が、5.5 年間増加する。 






















































































































り 8 年間計画係に所属した。昭和 50 年に性能設計を担当する「性能班」が創設されて以降、平成
16 年 3 月末に常勤生活を終えるまでの 29 年間は、所属は日立造船、㈱マリテックへの転籍、日
立造船への復籍、再転籍と転変したが、平成 5 年から 4 年間の研究所勤務はもとより比較的研究


















末尾ながら、49 歳で早逝した父の意思を実現した 93 歳の見事な母に感謝したいと思う。 
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付録 A 定期用船契約の比較表 
定期用船契約において担保される船速はどのような条件、状態における値を対象としているか
を 4 つの用船契約フォーム [5]、[22]を比較して示す。 
 
Table 8.1 Comparison of charter party 
 
排水量 船速 期間 海象条件 除外海象
社団法人 日本海
運集会所 昭和2年 昭和49年7月 満載航海速力 1時間約　○○浬 契約期間中
ニューヨーク物産













































































発行元 制定 最新改訂 船速表示
発行元 燃料消費量 燃料油の品質 航行区域 傭船料 オフハイヤー 船底掃除
A.1
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Table 4.4 の平均値は、これらの値から設定したものである。 
C.1 船体の竣工時粗度と汚損・経年による変化 
C.1.1 竣工時粗度  
船体の竣工時の表面粗度は塗料の種類と塗装仕様によって異なるが、平均的な値を年代順に見
ると、スウェーデン(1966)[98]の 100μm、BP (1971)の一般系塗料で 160μm、エポキシ系で 90
μm [35]、BSRA(1966～73)[35]の 142μm、New Castle大 [40](1980)の 129μmなどの数字が発
表されている。 
中尾 [36](1995)の図から竣工後 1 年目の表面粗度を読取れば、塩化ゴム系ペイントで 120μm、
ロングライフ系ペイントで 150μm、自己研磨型ペイントで 100μm前後の値である。竣工時の粗
度はこれらの値より小さいと考えられ、また、ファイナルドックの仕様なども関係するが、Table 










年、SPCで 5～10μm/年 [40]とするデータがあり、中尾 [36]は 160 隻のデータを解析し、塩化ゴ
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ム系、ロングライフ系、SPC防汚塗料の順に粗度の増加が大きいことを示しており、掲示された
図では、SPC系に比べロングライフ系では 1.5 倍、塩化ゴム系では 3～4 倍程度の経年勾配のよう
である。 
本論では、Table4.4 に示したように、経年による変化として 15μm/年とし、汚損による変化
についてはTable4.5 の馬力変化などの傾向から、経年による変化の 5 倍(75μm/年)とした。また、





ると思われるが、製造完成時の表面粗度は、SR200 の報告 [75]ではおよそ 10μm(Rz)程度である
としている。また、入渠時のプロペラ表面の清掃研磨は通常 60～80 番の程度のサンダー仕上げ





μm(Ra)は容易に増加する [76]との報告があり、西川等 [42]は 12 隻の調査から、平均的には 1 年
間の就航で 50μm(Rz)まで増大し、研磨によって 20μmまで減少するとしている。また、折戸 [43]
が 27 隻の詳細な分析結果から得た実験式等によれば、9～12μm(Rz)/年程度と推定できる。 
経年による変化については、SR200 の調査では 2～3μm(Ra)/1.5 年とされ、折戸の実験式 [43]
によれば、2～5μm(Rz)/年であり、Raに換算すれば、1～2μm/年と考えられる。また、汚損に
よる変化は経年による変化の 4～7 倍程度の割合である。 
以上により、本論では、Table4.4 に示すように経年による変化は 1.5μm(Ra)/年とし、汚損に











付録 D WMO の海象 
WMO[95]が定めるBFごとの風速、有義波高(H1/3)及び平均波周期(T0)は次の通りである。Table 
D.1 にこれらの数値を示し、Fig.D.1 に図示する。 
Table.8.2 Wind speed, H1/3 and T0  at each Beaufort number 
 








































Fig..8.2 H1/3, T0 and wind speed by WMO 
Beaufort 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
Wind Speed (m/S) 0.95 2.50 4.45 6.75 9.40 12.35 15.55 19.00 22.65 26.50
H1/3 (m) 0.1 0.2 0.6 1.0 2.0 3.0 4.0 5.5 7.0 9.0






















































































T  (E.2) 
水線面係数(Cw)は、(F.6)式で近似的に求めることもできる。 
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5.5、6.0、6.5 とした場合の 20 ケースの sin2βを計算した。 
Fig.A5.1 に水線面曲線の平均的な傾きを表わす 1/(L/B(1-CWF))をベースに示す。CWF が大きく
なるほど、sin2βに及ぼす L/B の影響は小さくなっている。 
sin2βを CWF=1.0 で１となり L/B が無限大で 0 になる指数関数で近似することとし、定数を試
行錯誤で求め、次式を得た。Fig.F.1 に示すように良く合っている。 
 xeSin 74.12   (F.1) 
 )1( WFCB
Lx   (F.2) 
 
Fig. 8.3 Approximation of Bluntness factor 
F.2 CWFの近似式 
(F.2)式に含まれる CWFを近似的に求める方法を示す。 




































 0.1)(80.0  PFWF CLnC  (F.3) 
母船型の実績値と（F.3)式による近似値との比を求め、対象船の近似値を補正する。 
CPFは、次式で得られる。 






CC   (F.5) 
「推力増加の近似式」で必要な縦揺れ固有周期に関係する CWは次式で近似できる。 
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